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る FM Tokyo (80.0 MHz)の観測開始日は、アンテナ位置が変更された 2013年 2月 11日と
しているため、観測期間が他の放送波に比べて短い。また、東京スカイツリーを送信局と




表 2.2.1 解析対象の放送波と観測期間. 
放送波（周波数) 観測期間 
FM Tokyo (80.0 MHz) 2013.2.11 – 2014.5.30 (11371 hours) 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 2012.4.23 – 2014.5.30 (18430 hours) 

































































10分で移動平均をとった場合の受信電力データを示す。どちらも放送波は FM Tokyo（80.0 





















   (a) 移動平均無し                (b) 10分で移動平均 































2 + (𝑥2 − 𝜇)
2 + (𝑥3 − 𝜇)


















              (3.3.4) 
 また、式 3.3.1で示した関数は、図 3.3.1のようなグラフとなる。この図において、平均





















布に基づく統計処理とは、𝜇 + 2𝜎や𝜇 − 2𝜎 を超えるデータを通常とは異なるデータ（本稿
では伝搬異常と呼ぶ）と判定することである。 
また、取得している受信電力は夜間に変動が激しく、日中は比較的安定しているなどの
日変化を生じる。そこで、1日を 5分毎の時間帯に分けて、各々の時間帯別に平均値 𝜇 と標

















本稿では、Washington大学から提供されたWorld Wide Lightning Location Network












表 4.1.1 提供された落雷データの一部 
⋮ 
2013/04/06 23:01:58 35.741500 139.624000 
2013/04/07 00:50:57 35.621800 139.693000 




































図 4.2.1 落雷発生位置と伝搬路の距離算出 
 
 図 4.2.1において、各地点間の距離と 𝜃1, 𝜃2が既知のとき、落雷と伝搬路の距離は以下の
式 4.2.1のように表すことができる。 
落雷と伝搬路の距離 = {
𝐶𝐴sin𝜃1 = 𝐵𝐶sin𝜃2    ( 𝜃1 < 90°かつ𝜃2 < 90°)
𝐶𝐴        ( 𝜃1 < 90°) 
𝐵𝐶       ( 𝜃2 < 90°)






った。具体的には、落雷データを 3時間分取り出し、そのデータの中で落雷間の距離が 5 km
以下であるものを落雷のグループとした。そして、その落雷グループの中で落雷数が一番
多いデータを落雷群データとして扱った。このようにして作成した落雷群を用いて解析を
行う。図 4.3.1 に落雷群判定の例を示した。ここで、図 4.3.2のように、伝搬路からの距離
𝐿 [km]がある一定値以下の落雷群を解析対象として扱った。具体的な距離の上限としては、
𝐿 ≦10 km、𝐿 ≦20 km、… 、𝐿 ≦ 50 kmのように、いくつかの場合について検討を行った。 























図 4.3.1 落雷群判定の例               図 4.3.2 落雷と伝搬路の距離(𝐿[km]) 
 
表 4.3.1 距離別落雷群数 (FM Tokyo, 80.0 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦ 50 km 
𝑁lightning 25 39 50 59 74 
 
表 4.3.2距離別落雷群数 (NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 34 77 106 146 175 
 
表 4.3.3 距離別落雷群数 (NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 


















































                                                            (5.2.1) 
 次に無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐(𝑡per)について述べる。始めに𝑡per ≠ middle時の無相関併発確率
について述べる。全観測期間を𝑇all [hours]とし、この期間内に伝搬異常（𝑁anomとする）が
1 回だけ発生したときのことを考える。この伝搬異常が関連付け時間長𝑡per外で発生する確
率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=1とすると、以下のように表される。 
?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=1 = 
𝑇all − 𝑡per
𝑇all
                                              (5.2.2) 
同様に、観測期間内に伝搬異常が 2 回だけ発生したときのことを考える。この伝搬異常
が関連付け時間長𝑡per外で発生する確率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anom=2とすると、以下のように表され
る。 











               (5.2.3) 
 上記の考えを用いて、観測期間内に伝搬異常が𝑁anom 回発生したとする。このとき、伝搬
異常が関連付け時間長𝑡per外で発生する確率を?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomとすると、以下のように表
される。 





                                    (5.2.4) 
 無相関併発確率𝑃unc(𝑡per)とは、関連付け時間長𝑡perの間に落雷群と伝搬異常が無相関に併
発する確率であるため?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomの余事象となり、1から?̅?unc(𝑡per)  | 𝑁anomを引いた値
になる。式で表すと以下のようになる。 




















































































6.1 𝜇 − 2𝜎で伝搬異常判定を行った場合の確率利得 
 本節では、受信電力値𝜇 − 2𝜎を基準に伝搬異常判定を行い、確率利得を算出する。具体的
には、受信電力が𝜇 − 2𝜎を下回った状態が 1時間以上継続していた場合を伝搬異常として扱
った。また、1つの伝搬異常とその次に発生する伝搬異常の両者の間隔が 1時間以内であっ
た場合は、それらを 1 つの伝搬異常とした。これを表 2.2.1 で示した各放送波に適用した。
この伝搬異常判定を行った場合の、各放送波の伝搬異常発生回数を表 6.1.1に示す。 
 
表 6.1.1 放送波と伝搬異常発生回数 
放送波 (周波数) 伝搬異常発生回数（𝜇 − 2𝜎） 
FM Tokyo (80.0 MHz) 76 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 163 
NHK FM Mito (83.2 MHz) 221 
 
表 6.1.1に示した 3つの放送波を用いて算出した確率利得のグラフを図 6.1.1, 6.1.2, 6.1.3
に示し、落雷群と伝搬異常の関連性を考察する。ここで、解析対象とする落雷群は、表 4.3.1, 

































































































6.2 𝜇 + 2𝜎で伝搬異常判定を行った場合の確率利得 
本節では、受信電力値𝜇 + 2𝜎を基準に伝搬異常判定を行い、確率利得を算出する。具体的





表 6.2.1 放送波と伝搬異常発生回数 
放送波 (周波数) 伝搬異常発生回数（𝜇 + 2𝜎） 
FM Tokyo (80.0 MHz) 142 
NHK FM Tokyo (82.5 MHz) 186 
NHK FM Mito (83.2 MHz) 224 
 
6.1節と同様に、FM Tokyo（80.0 MHz）、NHK FM Mito（83.2 MHz）、NHK FM Tokyo
（82.5 MHz）の放送波を用いて算出した確率利得のグラフを示し、落雷と伝搬異常の関連
性を考察する。まず、東京タワーから送信される放送波を用いたときの確率利得算出結果
を図 6.2.1に示す。ここで、解析対象とする落雷群は 6.1節と同様である。 
 
 
図 6.2.1 確率利得 𝐺p (FM Tokyo, 80.0 MHz) 
 






























































         (c) 16:00:00 to 16:29:59 (LT)            (d) 16:30:00 to 16:59:59 (LT) 

























































図 6.2.4 確率利得 𝐺p (NHK FM Mito, 83.2 MHz) 
 
















の位置と受信電力の時間推移を基に両者の関係を考察する。なお、ここでは 2013 年 7 月






















         (c) 23:30:00 to 23:59:59 (LT)           (d) 00:00:00 to 00:29:59 (LT) 






















































図 6.2.7 確率利得𝐺p (NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
 
 
  落雷群と伝搬路の距離を𝐿 ≦10 kmに限定した場合以外では、落雷と伝搬異常の関連性




 また、図 6.2.8, 6.2.9にそれぞれ示す落雷の位置と受信電力の時間推移を基に両者の関係







































(c) 13:30:00 to 13:59:59 (LT)            (d) 14:00:00 to 14:29:59 (LT) 










図 6.2.9受信電力の時間変化(2012.5.28, NHK FM Tokyo, 83.2 MHz) 
 
 この例では、12:30頃から落雷群が受信点側において発生し、時間が経つに従い伝搬路に










とで落雷と伝搬異常の関連性を考察する。図 6.2.1 は、伝搬路が群馬大学キャンパス - 東
京タワーで、𝐿 ≤ 50 kmの落雷データを用いたときの図であり、緑色が受信点側、青色が送
信点側の落雷となっている。 
ここで、伝搬異常は 6.2節と同様の判定方法を用いる。解析対象とする落雷群は、6.1, 6.2
節と同様に、伝搬路との距離𝐿[km]が基準値（10 km、20 km、…、50 km）以下の範囲で
生じた落雷群である。まず、東京タワーから送信される放送波を用いたときの確率利得算




























































































図 6.3.3 確率利得（送信点側, FM Tokyo, 80.0 MHz） 
 
表 6.3.1 距離別落雷群数（FM Tokyo, 80.0 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
13 19 28 33 44 
𝑁lightning 
（送信点側） 
13 25 30 39 42 
 







































































図 6.3.5 確率利得（送信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
 
表 6.3.2 距離別落雷群数（FM Ibaraki, 83.2 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
22 47 67 93 115 
𝑁lightning 
（送信点側） 















































































図 6.3.5 確率利得（送信点側, NHK FM Ibaraki, 83.2 MHz） 
25 
 
表 6.3.2 距離別落雷群数（NHK FM Tokyo, 82.5 MHz) 
𝐿 [km] 𝐿 ≦10 km 𝐿 ≦20 km 𝐿 ≦30 km 𝐿 ≦40 km 𝐿 ≦50 km 
𝑁lightning 
（受信点側） 
19 31 47 63 88 
𝑁lightning 
（送信点側） 
19 34 45 61 75 
 































 6.1節の解析結果により、東京タワー（80.0 MHz）、茨城県燕山（83.2 MHz）、東京スカ
イツリー（82.5 MHz）の 3つの放送波全てにおいて、落雷群と 𝜇 − 2𝜎を下回る伝搬異常に
は関連が無いことがわかった。 
6.2節では、3つの放送波において、落雷群活動中、もしくは活動後に𝜇 + 2𝜎 を超える伝
搬異常が引き起こされやすいということがわかった。 













































表 8.2.1.1 伝搬路の設定 
送信点, 受信点 東京タワー, 群馬大学桐生キャンパス 
送信点高, 受信点高 351 m, 138 m 


































𝜆2[m2]          (8.2.2.2) 
8.2.3 送信点、受信領域の傾き 















図 8.2.3.1 受信点、送信点の傾き 
 
 地球の中心座標を(𝑋, 𝑌)とし、その他の座標を図 8.2.3.1 のように定める。まず、送信点
側を考える。送信アンテナ高をℎ[km]とすると、アンテナの水平方向の傾きは𝜃 2⁄





𝜃 = cos−1 (1 −
𝐿2
2𝑅2
)             (8.2.3.1) 
これらの式を用いて水平方向のずれを計算する。𝑅 = 6378.137[km]、送信アンテナ高を 
ℎ = 351 × 10−3[km]、𝐿 = 89.123[km]とすると 
𝜃 ≅ 1.40 × 10−2[rad] 
29 
 
送信点側の水平方向のずれ = ℎ cos (
𝜋 − 𝜃
2
) ≅ 4.90 × 10−3[km] 
受信領域側も同様に、ℎ = 138 × 10−3[km]として水平方向のずれを計算する。 
𝜃 ≅ 1.40 × 10−2[rad] 





𝑁 ≡ (𝑛 − 1) × 10−6[NU]            (8.2.4.1) 
 中緯度地域における屈折指数は、海抜高度をℎ[km]とすると平均的に次式で表される[18]。 
𝑁(ℎ) = 315exp (−0.136ℎ)              (8.2.4.2) 
地球の丸みを考慮すると、式(2.2.4.3)は以下のように書き換えることができる。 
𝑁(𝑥, 𝑦) = 315exp {−0.136 × (𝑦 − √𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2 + 𝑌)}              (8.2.4.3) 




































図 8.3.1.1 不均質媒質中におけるレイの軌跡 
 
 矢印が電波の軌跡である。ある時刻（𝑡 = 𝑡1）における、電波の進行方向に対して垂直な
波面を𝐴1𝐵1 = 𝛥𝑙 とし、そこから∆𝑡だけ経過したときの波面を𝐴2𝐵2とする。このとき、レ
イの屈折角𝛥𝛷は波面𝐴1𝐵1（=𝐴1´𝐵2）と𝐴2𝐵2 がなす角に等しい。今、∠𝐴2𝐵2𝐴1´ = 𝛥𝛷、 
𝐵2𝐴1´ = 𝛥𝑙であるので、弧𝐴1´𝐶の長さを𝐿とすると𝐿は以下のように表される。 
𝛥𝑙𝛥𝛷 = 𝐿                (8.3.1.1) 
 線分𝐴1´𝐴2の長さは𝐴1´𝐴2 =  𝛥𝑣𝛥𝑡で表され、𝐴1´𝐴2 ≅ 𝐿と近似すると以下の関係式が得られ
る。 
𝛥𝑙𝛥𝛷 = 𝛥𝑣𝛥𝑡               (8.3.1.2) 












                 (8.3.1.4) 
 また、屈折率𝑛は地球の丸みを考慮すると以下の式で与えられる。 







               (8.3.1.6) 
31 
 

















𝑑𝑦            (8.3.1.8) 
 また、微小領域𝑑𝑙を用いて𝑑𝑥、𝑑𝑦を表す。 
𝑑𝑥 = 𝑑𝑙cos𝛷               (8.3.1.9) 
𝑑𝑦 = −𝑑𝑙sin𝛷                 (8.3.1.10) 

















√𝑅2 − (𝑥 − 𝑋)2
{ 𝑛(𝑥, 𝑦) − 1 } 
𝜕𝑛
𝜕𝑦
= −0.136・{ 𝑛(𝑥, 𝑦) − 1 }       
 

























(𝑥 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎            (8.3.2.1) 
地球の中心座標を(𝑋, 𝑌)、半径を𝑅とすると、地球の円の方程式は以下のように表される。 
(𝑥 − 𝑋)2 + (𝑦 − 𝑌)2 = 𝑅2            (8.3.2.2) 
 式 8.3.2.1を式 8.3.2.2に代入することで交点 Cの𝑥座標を求める。 
(𝑥𝑐 − 𝑋)
2 + {𝐴(𝑥𝑐 − 𝑋) + 𝑦𝑎 − 𝑌}













𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌) − √−{𝐴𝑋 − (𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)}2 + (1 + 𝐴2)𝑅2
1 + 𝐴2
  (8.3.2.4) 
 同様に𝑦𝑐は以下のように表される。 
𝑦𝑐 = A(𝑥𝑐 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎            (8.3.2.5) 
これらをまとめると、求める座標𝐶(𝑥𝑐 , 𝑦𝑐)は以下のように表すことができる。 
𝐶 (
𝑋 + 𝐴(𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌) − √−{𝐴𝑋 − (𝐴𝑥𝑎 − 𝑦𝑎 + 𝑌)}2 + (1 + 𝐴2)𝑅2
1 + 𝐴2
, 𝐴(𝑥𝑐 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎) 
 


















´ = 𝜃1 +
𝜋
2





− (𝜃1 − 𝜃2) = 𝜃ref           (8.3.2.7) 
レイが地表で反射したあとになす角𝜃𝑜𝑢𝑡は以下にように表される。 
𝜃out = 𝜃ref + 𝜃2                (8.3.2.8) 




− (𝜃1 − 𝜃2) + 𝜃2 







´ + 2𝜃2 
= 𝜋 − 𝜃𝑖𝑛
´ + 2𝜃2              (8.3.2.9) 




















              (8.3.2.11) 























            (8.3.2.12) 
 最終的に求める反射後の角度𝜃outは式(8.3.2.9)、式(8.3.2.12)を用いて以下のように表され
る。 
𝜃out = 𝜋 − 𝜃in



























図 8.3.2.4 レイの大地による反射（直線の傾き：負） 
 
 図 8.3.2.4より、𝜃in





+ 𝜃1                (8.3.2.14) 
𝜃in = 𝜃ref =
𝜋
2
− (𝜃1 + 𝜃2)             (8.3.2.15) 












´ − 2𝜃2 
= 𝜋 − 𝜃in















   ただし、𝐿[km]：受信点−送信点間の直線距離 











図 8.3.2.5 シミュレーション結果 
 
 最後に、反射係数と透過係数を求める。シミュレーション対象の電波は FM 波であり、
水平偏波と仮定する。水平偏波の反射係数は以下の式で与えられる[19]。 
𝑅H =
cos𝜃in −√𝑛2 − sin2 𝜃in
cos𝜃in +√𝑛2 − sin2 𝜃in





,  𝜀1:空気の比誘電率,  𝜀2:大地の比誘電率 
 ここで、本シミュレーションにおいての放射角はほぼ90°であるため、𝜃in ≅ 90°となる。




cos 𝜃in +√𝑛2 − sin2 𝜃in
            (8.3.2.18) 






















∆𝐿 = ∆𝑡 𝑣 = ∆𝑡
𝑐
𝑛
              (8.4.1.2) 
 これらより、位相𝑘∆𝐿は以下のように表される。 






 （𝑚:整数）           (8.4.1.4) 
 式 8.4.1.4の微小時間∆𝑡を用いると、位相は以下のように表される。 
𝑘∆𝐿 = 2𝜋𝑚                 (8.4.1.5) 
ここで、整数𝑚の妥当な値は 9.1 節にて考察する。式 8.4.1.5 のように∆𝑡をとると、∆𝑡間



















図 8.4.1.2 位相差の計算方法 
37 
 
 ∆𝑡毎に計算を行うため、∆𝑡間のレイは直線で近似されている。また、点 A と点 Cは既知
であるため、これらの座標から直線の傾きを求める。点 Bの𝑥座標も既知であるため、直線
の方程式に点 Bの𝑥座標を代入することで𝑦座標も求めることができ、最終的に B(𝑥𝑏, 𝑦𝑏)が
求まる。 
まず、傾き𝑎、切片𝑏の直線式を𝑦 = 𝑎𝑥 + 𝑏とし、点 A、点 B の座標を代入すると以下の
ようになる。 
𝑦𝑎 = 𝑥𝑎 + 𝑏                   (8.4.1.6) 





                (8.4.1.8) 
𝑏 = 𝑦𝑎 −
𝑦𝑎 − 𝑦𝑏
𝑥𝑎 − 𝑥𝑏
𝑥𝑎                (8.4.1.9) 











(𝑥 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎             (8.4.1.10) 




(𝑥2 − 𝑥𝑎) + 𝑦𝑎 ) 








𝑑                 (8.4.1.11) 
 これらより、位相差は∆𝑡を用いて以下のように表す。 

























図 8.4.2.1 z方向に対する放射角 
 































𝑃 = 1.64𝑃𝑇 ∙
∆𝜑∆𝜃
4𝜋






                (8.4.2.3) 
レイの総電界強度𝐸は自由空間のインピーダンスを 120𝜋とすると、以下のように表される。 










−𝑗2𝜋𝑓∆𝑡              (8.4.3.1) 
𝐸𝑟 = 𝑅𝐻𝐸1𝑒
𝑗2𝜋𝑓∆𝑡              (8.4.3.2) 
受信領域に直接波が𝑀本、反射波が𝑁本到達したとき、受信領域での受信電界強度𝐸𝑎𝑙𝑙は
以下のように表される。 














                (8.4.3.4) 
求める受信電力𝑃𝑟は開口面積𝐴を用いて以下のように表される。 




[w]           (8.4.3.5) 
この受信電力の単位を[w]から[dBm]に変換すると、以下のようになる。 
受信電力[dBm] = 10log10 (
𝑃𝑟
1[mW]
) = 10log10(𝑃𝑟 × 10
3) = 10log10𝑃𝑟 + 30[dBm]    (8.4.3.6) 
 
8.4.4 ∆𝜑の求め方 















図 8.4.4.1 𝑥𝑧平面 
 







) = 𝐿             (8.4.4.1) 
この式を変形して∆𝜑を求めると、以下のようになる。 






















                         























図 8.4.5.2 直接波の回折 
 













   𝑑 = 𝑑1 + 𝑑2 
 次に、反射波の回折損計算方法を示す。求める際、受信領域に到達したレイの大地との
反射点座標を求めてそれらの平均値を求め、その値を仮想反射点座標とする。 
例えば、受信領域に到達した反射波の反射点座標を(𝑥1, 𝑦1), (𝑥2, 𝑦2), (𝑥3, 𝑦3)とすると仮想
反射点の座標は以下のように表される。 
仮想反射点座標(𝑥ref, 𝑦ref) = (
𝑥1 + 𝑥2 + 𝑥3
3
,

































図 8.4.5.4 反射波の回折 
 


























































𝑀(𝑥, 𝑦) = 𝑁(𝑥, 𝑦) +
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅
× 106 = 315exp(−0.136ℎ(𝑥, 𝑦)) +
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅
× 106 (8.5.1.1) 













図 8.5.1.1 通常大気の屈折指数分布       図 8.5.1.2 通常大気の修正屈折指数分布 
 
















図 8.5.1.3 逆転層発生時の修正屈折指数分布 
 






測日, 気圧[hPa], ジオポテンシャル高度[m], 気温[℃], 相対湿度[%]」が存在しており、毎










)              (8.5.2.1) 





                  (8.5.2.2) 
飽和水蒸気圧𝑃𝑠は気温𝑡[℃]の関数であり、以下のように表される。 











𝑃 + (4810.0 × 𝑃𝑤)
𝑡 + 273.15










(ℎ1,𝑀1), (ℎ2,𝑀2), (ℎ3,𝑀3),⋯⋯ , (ℎnum,𝑀num) 

















図 8.5.3.1 データ補間 
 
②, 高度𝒉𝒙−𝟏~ 𝒉𝒙間（𝒉𝟐 < 𝒉𝒙 ≤ 𝒉𝐧𝐮𝐦） 





            (8.5.3.1) 
これにより、ℎ𝑥−1~ ℎ𝑥間の修正屈折指数𝑀(ℎ)は以下のように表される。 








𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑀(𝑥, 𝑦) × 10−6 + (1 −
ℎ(𝑥, 𝑦)
𝑅












]        (8.5.3.4) 
𝜕𝑛
𝜕𝑦








 通常大気時の屈折率を𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)、ダクト発生時の屈折率を𝑛𝑑(𝑥, 𝑦)とすると、ダクト空間を
考慮した屈折率𝑛(𝑥, 𝑦)は以下のように表される。 
𝑛(𝑥, 𝑦) = 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦) + {𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) − 𝑛𝑢(𝑥, 𝑦)}        (8.6.1.1) 
式8.6.1.1 がダクトを考慮した大気の屈折率であり、ダクトが発生していないときは

























2 )   (𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝑛𝑑(𝑥, 𝑦) (𝑥duct(𝑚𝑖𝑛) ≤ 𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))




2 )   (𝑥 ≥ 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))
 (8.6.1.3) 






































 シミュレーションを行う上で、式 8.6.1.3の𝑛(𝑥, 𝑦)を𝑥と𝑦それぞれで偏微分した値が必要
























2 )] (𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥





































2 )(𝑥 < 𝑥duct(𝑚𝑖𝑛))
𝜕𝑛𝑑
𝜕𝑥













2 )(𝑥 ≥ 𝑥duct(𝑚𝑎𝑥))

























































表 9.1.1 シミュレーション条件 



















図 9.1.1 𝑚に対する𝑦座標、プログラム実行時間の変化 
 





























ション条件を示し、図 9.2.1 にその結果を示す。また、図 9.2.1で算出する受信電力は回折
損を考慮していない。 
 
表 9.2.1 シミュレーション条件 







































角を 90.100001°から 90.150000°まで 0.00001°刻みに放射し、反射点を記録した。この











図 9.3.1 シミュレーション結果 
 




𝑑 = 4.12(√ℎ1 +√ℎ2)             (9.3.1) 
送信点高を 351[m]（東京タワー）、受信点高を 0[m]（地表面）とすると、東京タワーから











表 9.4.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 













      (a) 屈折指数分布                                  (b) レイの軌道（20本） 
図 9.4.1 シミュレーション結果 
 
表 9.4.2 シミュレーション結果 
受信電力 -69.481 dBm 













図 9.4.2 受信電力（2013.8.1 - 2013.8.2） 
 











これらを考慮し、解析対象日を 2013年 7月 12日, 2013年 8月 22日, 2013年 9月 1日の 3






表 9.5.1.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
ダクト空間幅 5 km 














































 9.5.1項では表 9.5.1.1に示したよう、ダクト空間幅を 5 kmと固定してシミュレーション
を行っていた。本項では、ダクト空間幅を変えたときのシミュレーション結果を示す。解
析対象は 9.5.1 項と同様である。シミュレーション条件を表 9.5.2.1 に示し、シミュレーシ
























1km 2km 3km 4km 5km 6km 7km
8km 9km 10km 11km 12km 13km 14km
表 9.5.2.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 
放射角 89.750001° - 90.250000° 
𝑚 5 
放射したレイの本数 50000本 
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上記の条件を満たした日付は 2013.7.8, 2013.7.11, 2013.8.30, 2013.9.1, 2013.9.8の 5日









































(c) 16:30:00 to 16:59:59 (LT)            (d) 17:00:00 to 17:29:59 (LT) 












(a) 14:30:00 to 14:59:59 (LT)           (b) 15:00:00 to 15:29:59 (LT) 













(a) 17:30:00 to 17:59:59 (LT)           (b) 18:00:00 to 18:29:59 (LT) 























(c) 16:00:00 to 16:29:59 (LT)           (d) 16:30:00 to 16:59:59 (LT) 













(a) 18:00:00 to 18:29:59 (LT)           (b) 18:30:00 to 18:59:59 (LT) 




示し、シミュレーション結果を図 10.2.6, 10.2.7, 10.2.8, 10.2.9, 10.2.10に示す。また、図
中の凡例はダクト空間幅を示している。 
 
表 10.2.1 シミュレーション条件 
受信点 – 送信点 群馬大学桐生キャンパス – 東京タワー (80.0 MHz) 





















































図 10.2.6 シミュレーション結果（2013.7.8） 
 
 ダクト空間幅が 6 km以下のとき、通常大気と比較して受信電力が上昇している。受信電
力が最も上昇しているのはダクト空間幅が 1 kmのときである。この結果から、活発な積乱
雲に伴って発生するダクト空間幅は狭いと考えられる。 









































































































図 10.2.8 シミュレーション結果（2013.8.30） 
 
 𝑥duct(min) = 65 kmでダクト幅 1 km のとき、最も受信電力が上昇している。



































 0(   )
















図 10.2.9 シミュレーション結果（2013.9.1） 
 
 ダクト空間幅が 1 kmから 5 kmのとき、通常大気と比較して受信電力が上昇することが
わかる。また、それはダクト空間幅が 1 kmのとき最も顕著に現れている。これは図 10.2.6
の結果と同様であり、2013.9.1 の結果も、活発な積乱雲に伴って発生するダクト空間の幅
は狭いという結論に帰結する。また、ダクト空間の位置𝑥duct(min) = 45 kmのとき、最も受
信電力が上昇している。これは、ダクト空間が伝搬路のほぼ中間地点に存在するときであ
る。 
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図 10.2.10 シミュレーション結果（2013.9.8） 
 



































10.2.1, 10.2.2, 10.2.3, 10.2.4, 10.2.5）を用いてダクト空間の位置、ダクト空間幅を推定し
てシミュレーションを行った。その結果、全ての結果において受信電力が上昇しているこ
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